
訓練事前面談時の確認事項整理表
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 人形峠環境技術センター

全般

・訓練実施計画概要 別途、訓練計画書にて説明

・訓練シナリオ案 別途、シナリオ資料にて説明

・ERC プラント班との情報共有に用いる資料

様式

別途事象進展シート、発生事象状況確認シートにて説明を実施

指標１ 情報共有のための情報フロー

・情報フロー 別途、情報フローにて説明

（前回訓練での情報共有における課題に対する改善策を反映し修正済み）

指標２ ＥＲＣプラント班との情報共有

・ＥＲＣ対応ブース発話者の育成・多重化の考

え方の説明

育 成；マニュアルによる教育を実施、拠点訓練に合わせ年 4 回 ERC との情報共有訓練

を実施し演習

多重化；機構対策本部中期計画に基づき段階的に実施していく。

指標３ 情報共有のためのツール等の活用

３－１プラント情報表示システムの使用（ＥＲＳＳ等を使用した訓練の実施）

・使用するプラント情報表示システムの説明

（実発災時とシステムの差異も説明）

訓練対象外ではあるが、以下の情報を定期的に報告する。

・緊急時環境監視結果（モニタリングポスト） 

３－２リエゾンの活動

・事業者が定めるリエゾンの役割に関する説明 ・即応センターからの情報提供の補足説明

・資料のコピー及び配布

・即応センターの認識のずれ、説明内容が的を射ていない場合の助言

訓練シナリオの内容に係るためマスキング実施
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・ＥＲＣからの質問対応 
３－３ＣＯＰ（事象進展対策シート、発生事象状況確認シート）の活用 
・ＣＯＰの作成・更新のタイミング、頻度に関

する説明 
作成・更新のタイミング、頻度 
・発生事象状況確認シート：EAL 事象が発生し、状況を説明する都度 
・事象進展対策シート  ：事象の進展状況が分かり次第 

３－４ＥＲＣ備付け資料の活用 
・平成 30 年度訓練を踏まえ、ERC 書架内の

資料整理状況 
・「災害対策資料」を改訂 
訓練までに修正等実施した場合はリバイスし再配備する。 

 
指標４ 確実な通報・連絡の実施 
（①通報文の正確性） 
・通報 FAX 送信前の通報文チェック体制、通

報文に誤記等があった際の対応 
・発出した EAL が非該当となった場合の対応 
・通報に使用する通信機器の代替手段 

・通報 FAX 送信前の通報文チェック体制：通報連絡班員の作成後、通報連絡班長を中心

として現地対策本部内で内容、誤植の有無を確認する。送信前には、FAX 送信者により

記載の漏れがないことを確認する。 
・通報文に誤記等があった際の対応：誤記等の状況を下線等で示し、修正版の FAX を送

信、説明する。 
・発出した EAL が非該当となった場合の対応：機構対策本部 ERC 対応ブース発話者が

ERC TV 会議システム上で EAL が非該当となった旨発信するとともに、現地対策本部か

らも続報により連絡する。 
・通報に使用する通信機器の代替手段：連絡責任者用タブレット端末や衛星 FAX、衛星電

話を使用し、拠点から発信が不能となった場合は、機構対策本部や支援本部にて対応する。 
また、拠点と ERC との通信手段としては、統合防災ネットワーク TV 会議システムを活

用する。 
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（②10 条確認会議等の対応） 
・10 条確認会議、15 条認定会議の事業者側

対応予定者の職位・氏名

・現地対策本部本部長による判断根拠を説明する

・機構対策本部副本部長：三浦理事 
（③25 条報告） 
・25 条報告の発出タイミングの考え方 
・訓練事務局側が想定する、今回訓練シナリ上

の 25 条報告のタイミング、回数（訓練シナリ

オ中にも記載すること）

・考え方：事象対応やプラント状況について、情報が整理された段階

・タイミング：①拡大防止措置の検討後、②EAL 取下げ判断後、③拡大防止措置の実施及

び措置状況の確認後

・回数： 3 報程度を予定 

指標５ 中期計画の見直し状況

・見直し状況、見直し内容、R1 年度訓練実施

計画位置づけの説明

・見直し後の中期計画を提出

・機構大中期計画作成方針 ：2019.8.7 策定 
・機構対策本部（東海）中期計画：2019.10.1 策定 
・人形峠環境技術センター中期計画（案）策定中

別途、各資料にて説明

・前回（平成 30 年度）訓練の訓練報告書提出

以降から次年度（令和 2 年度）訓練まで対応

実績・スケジュール（作業フローなど）につい

て、以下のＰＤＣＡの観点で概要を示すこと

・平成 30 年度訓練実施後の面談時に説明した

PDCA 計画を再度参考添付 

別途、継続的改善スケジュールにて説明

指標６ 前回訓練の試験結果を踏まえた訓練実施計画等の策定

・訓練実施計画が、前回訓練の訓練結果を踏ま 別途、訓練計画書にて説明

訓練シナリオの内容に係るためマスキング実施 

個人情報のためマスキング実施
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え、問題・課題に対する改善策が有効に機能す

るものであるか検証できる計画（訓練実施項

目、訓練シナリオ等）となっていること、評価

項目、評価基準が設定されていることの説明

・訓練時における当該改善策の有効性を評価・

確認の方法

（例えば、訓練評価者が使用する評価チェック

リスト（改善策の有効性を検証するための評価

項目、評価基準などが明確になっているもの）

が作成されていること）の説明

別途、課題チェックリストにて説明

・課題の検証につき、社内自主訓練・要素訓練、

他事業所の訓練で対応している場合は、その検

証結果の説明

該当なし

・令和元年度の訓練で課題検証を行わない場合

にあっては、その理由と検証時期の説明、中期

計画等への反映状況の説明。また、令和元年度

の訓練で課題検証を行わずとも緊急時対応に

直ちに問題は無いことの説明

今年度訓練にて、昨年度訓練課題は全て検証する

指標７ シナリオ非提示型訓練の実施状況

・開示する範囲、程度（一部開示の場合、誰に

／何を開示するのか具体的に記載）及びその設

定理由に係る説明

プレーヤに対してシナリオ非提示とするが、訓練のコントロールに係る要員（コントロー

ラ、放射線管理員、発災現場での作業者）に訓練シナリオを提示したうえで実施する。訓

練の事務局長である安全管理課長には、原子力規制委員会殿への面談説明や訓練準備の進
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捗管理等の都合上、「加工施設総合訓練進展シナリオフロー」を開示する。

指標８ シナリオの多様化・難度

・訓練シナリオのアピールポイント ・現状のプラント状況では、原災法第 15 条事象に至る訓練シナリオが限られることから、

複数の付加要因を加えて多様化する。

・訓練全体においては、改善した情報共有ツール(「発生事象状況確認シート」、「事象進展

対策シート」)を活用し、現地対策本部及び即応センター、支援本部等との事象進展に関す

る適切な情報共有が図れることがポイントとなる。

・シナリオ多様化に関し、付与する場面設定

発災を想定する施設数、ＥＡＬ判断状況（数や

密度）、発生事象の深刻度、発災原因（自然災

害、機器故障など）、プラント状態、場面設定

（時間、場所、気象、防災要員の体制、資機材

の状態、計器の故障、人為的なミス、オフサイ

トセンターを想定した要員派遣と支援要請等

への対応などプラント以外の状態）、これら要

因の複数組み合わせ、シナリオ上の判断分岐と

なるポイントやマルファンクションの数、マル

チエンディング方式の採用など

・鏡野町震度 6 弱の地震が発生（警戒事態） 
・火災によりシリンダが加熱され、液化した UF6 が漏えい（敷地緊急事態及び全面緊急

事態、SE05・GE05） 
・モニタリングポストの故障により、線量率上昇（敷地緊急事態及びその取下げ判断、機

器の故障、SE01） 
・公設消防は、他の現場で活動しており、到着が遅れる。（資機材の障害）

・ウラン濃縮原型プラントの敷地内で、地震により街灯が倒れて道がふさがれる。消防車

で火災現場に接近できず、人力にて小型ポンプを運ぶ（資機材の障害）

・EAL 事象は、AL:1 つ、SE:2 つ、GE:1 つとなる。 

指標９ 広報活動

・評価要素①～④それぞれについて、対応、参

加等の予定についての説明

①ERC 広報班と連携したプレス対応：実施せず

②記者等の社外プレーヤの参加：実施せず

訓練シナリオの内容に係るためマスキング実施

訓練シナリオの内容に係るためマスキング実施 
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③模擬記者会見の実施：プレス文の作成、模擬プレスをそれぞれ実施 
④情報発信ツールを使った外部への情報発信：実施せず 

 
指標 10 後方支援活動 
・評価要素①～③それぞれについて、具体的活

動予定（特に、実動で実施する範囲を明確にす

ること）についての説明 
・一部を要素訓練で実動し、残りを総合訓練で

実動するなど、複数の訓練を組み合わせて一連

の後方支援活動の訓練を実施する場合は、その

説明 

① 事業者間の支援活動：実働なし 
② 原子力事業所災害対策支援拠点との連動：旧上齋原分室に要員を派遣し、敦賀廃止措

置実証本部（以下、「敦賀本部」という。）からの受け入れ準備を行う。 
③ 原子力緊急事態支援組織との連動：敦賀廃止措置実証本部にモニタリング車の派遣要

請（実働はなし）。 
 
 

 
指標 11 訓練への視察など 
・他原子力事業所への視察実績、視察計画 即応センターと緊急対策所を視察予定 
・自社訓練の視察受け入れ計画（即応 C、緊対

所それぞれの視察受入れ可能人数、募集締め切

り日） 

受け入れせず 

・ピアレビュー等の受入れ計画（受入れ者の属

性、レビュー内容等） 
総合防災ソリューションのピアレビューを受入れ、訓練での課題抽出を行う。 

 
指標 12 訓練結果の自己評価・分析 
― モニタを配置し課題抽出を行う。 

訓練報告書の中で抽出された課題について原因分析を行い対策の検討を行う。 
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指標 13、14 訓練参加率 
・拠点参加予定人数（うち、コントローラ人数） 
・即応センター参加予定人数（うち、コントロ

ーラ人数） 
・リエゾン予定人数 
・評価者予定人数 

（機構対策本部）未定 
（拠点）未定 
訓練参加率＝当日の参加者／当日の対象要員の出勤者＋避難・点呼訓練のみ対象のセンタ

ー内従業員 
・リエゾン 2 名予定 
・評価者 5 名予定 

 
備考：現場実動訓練の実施 
・現場実動訓練の実施内容 
 
 
・事故シナリオに基づき実施する緊急時対策所

の活動との連携に係る説明 

・実働：地震発生後の施設点検、モニタリングカーを用いた放射線測定、モニタリングポ

ストの健全性が確認されるまでの代替測定、自衛消防班による消火活動、UF6 漏えい停止

措置 
・訓練コントローラと現場作業員が連携し、シナリオをコントロールする。 

 
 

訓練シナリオの内容に係るためマスキング実施 
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【総合訓練項目】
１．現地対策本部設営訓練
２．事象進展状況等の情報収集及び関係個所への通報連絡訓練
(1)緊急時活動レベルに基づいたSE及びGEの判断

訓練想定

　人形峠環境技術センターにおいて、事
象進展により全面緊急事態に至る原子力
災害を想定した総合訓練を行う。

　人形峠環境技術センターにおいて、事
象進展により全面緊急事態に至る原子力
災害を想定した総合訓練を行う。

　人形峠環境技術センターにおいて、事
象進展により全面緊急事態に至る原子力
災害を想定した総合訓練を行う。

前年度(平成30年度)訓練の課題

訓
練
目
標
⑤

　原災法対象の複数施設でEAL 事象が発
生した際も、現場では情報共有を含めた
災害応急活動が実施できるとともに現地
対策本部、機構対策本部の各セクション
では機構内外への情報提供が実施でき
る。
【機構大中期計画及び人形峠環境技術セ
ンターの訓練
　目標】

（本年度は、訓練目標①の達成を優先す
る。）

・防災訓練はこれまで加工施設のみで行
　われてきたので、使用施設を発災施設
　とした訓練を実施する。複数EAL事象
　を想定する。

・加工施設、使用施設での発災を想定し
　た訓練を実施する。それぞれの施設で
　1つずつEAL事象が発生したと想定する
　訓練を行う。

・発信すべき事象が集中して発
生したことで、発信資料の作成
が遅延し、発信前の資料の確認
が不足が生じた。
⇒訓練目標①にて達成度を検証
する。
・ブリーフィングでは、伝達情
報の整理ができず、冗長的とな
る面が見られた。
⇒訓練目標③にて達成度を検証
する。
・今後の進展予測について、ERC
に対して分かりやすく、かつ、
適時情報提供することができな
かった。
⇒【総合訓練項目】
・現地対策本部からの情報収集
が遅れたため、ERC へ迅速に

・機構対策本部への情報提供において、
　「事象進展対策シート」、「発生事象
　状況確認シート」等の視覚情報を用い
　て、正確で分かりやすい情報提供がで
　きること。

※本件は令和元年度中の達成を目指す。

・変更予定のある「事象進展対策シー
　ト」、「発生事象状況確認シート」に
　ついて、機構対策本部への説明におけ
　る変更内容の確認を含めて、正確で分
　かりやすい情報提供ができること。

訓
練
目
標
③

　現地対策本部から発生事象に係る対応
状況及び今後の対策等についてより具体
的な説明を簡潔に短時間で機構内に共有
できる。

【機構大中期計画の作成方針を踏まえた
　目標設定】

・現地対策本部において適時にブリー
　フィングを実施し、発生事象に係る対
　応状況及び今後の事象進展・対策等に
　ついて、具体的かつ簡潔に短時間で機
　構内への情報共有ができること。

※本件は令和元年度中の達成を目指す。

・継続確認。
　（前年度の課題がある場合は、改善策
　が有効に機能していること。）

人形峠環境技術センター　原子力防災訓練中期計画（令和元年度～令和３年度）（案） 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
人形峠環境技術センター

今中期計画の目的
　前中期計画の課題である通報連絡について改善を図る。また、緊急時対応のレベルアップを図るため、機構大の中期計画を踏まえ、通信不良や複数施設におけるEAL事象の同時発災などに対
応できる体制等の構築を目指すため、訓練を通じて課題の洗い出しや改善を図る。

前中期計画の課題
今中期計画期間中の訓練目標

（目指すべき姿）

年　　次　　計　　画 次期(令和4～令和6年度)中期計画
の方針及び実施の概要令和元年度 令和3年度令和2年度

１．方　針
　　機構大中期計画作成方針に基づき
　実施する。対外要求・要請事項に対
　応するとともに、訓練を通じてＰＤ
　ＣＡを回しながら更なる改善（充実
　化）を実施する。

２．訓練目的
　　広域に影響する自然災害を想定
　し、現場指揮所、機構対策本部及び
　ＥＲＣとの情報共有を図り、地域住
　民の行動の指標となる情報を発信す
　るとともに、発災施設への適切な助
　言・指示を行うことを目的とする。

３．訓練目標
　・現場指揮所から発信される情報の
　　整理ができること
　・機構対策本部及びERCへ正確な情
　　報提供ができること
　・原子力事業所災害対策支援拠点、
　　原子力緊急事態支援組織等との協
　　力体制がとれること

４．訓練想定
　　人形峠環境技術センターにおい
て、事象進展に
　より全面緊急事態に至る原子力災害
　を想定した総合訓練を行う。

５．訓練項目
　　訓練項目及び訓練目標を踏まえ、
　機構対策本部と合同による総合訓
　練、個別訓練を計画する。

・発信すべき事象が集中して発
生したことで、発信資料の作成
が遅延し、発信前の資料の確認
が不足が生じた。
・ブリーフィングでは、伝達情
報の整理ができず、冗長的とな
る面が見られた。
・今後の進展予測について、ERC
に対して分かりやすく、かつ、
適時情報提供することができな
かった。
・現地対策本部からの情報収集
が遅れたため、ERC へ迅速に情
報提供することができな
かった
・ERC に対して事象の進展、状
況の進捗等の全体を俯瞰した説
明ができなかった。また、
ERC に対して、リエゾンを活用
した視覚情報による情報発信が
遅れた

訓
練
目
標
①

　現地対策本部において、正確な発信資
料を作成し、速やかに外部関係機関に通
報連絡できる。

・平成29年度、平成30年度の結果を踏ま
え、現地対策本部において、正確な発信
資料を作成し、速やかに外部関係機関に
通報連絡できること。

※本件は令和元年度中の達成を目指す。

・継続確認。
　（前年度の課題がある場合は、改善策
　が有効に機能していること。）

訓
練
目
標
④

　対象拠点において通信設備が一時的に
使用不能となった場合においても、対応
要領等に基づき代替手段を活用し、現場
指揮所、現地対策本部、機構対策本部及
び外部との情報共有が実施できる。
【機構大中期計画の作成方針を踏まえた
　目標設定】

（本年度は、訓練目標①の達成を優先す
る。）

・現場指揮所、現地対策本部間で、機構
　TV会議システムが一時的に使用不能と
　なった場合においても、代替え手段を
　活用した情報共有ができること。

・継続確認。
　（前年度の課題がある場合は、改善策
　が有効に機能していること。）

・機構TV会議システム全体が一時的に使
　用不能となった場合においても、代替
　え手段を活用した情報共有ができるこ
　と。

訓
練
目
標
②

　「事象進展対策シート」、「発生事象
状況確認シート」等の視覚情報を用いた
分かりやすい情報共有ができる。

【機構大中期計画の作成方針を踏まえた
　目標設定】

訓練シナリオの内容に係るためマスキング実施
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-
令和元年9月●日

新規制定
-

訓練項目

改　定　履　歴

番
号

改 定 年 月 日
改 定 内 容

（改 定 理 由）

(2)適切なタイミングでのブリーフィングの実施
(3)事象の進展予測の提供
(4)地震発生時の対応
(5)現地対策本部による関係個所への通報連絡
３．緊急時環境モニタリング訓練
４．後方支援活動に関する訓練
５．応急措置訓練
６．機構内及びERCとの情報共有訓練

所見・考察

令和元年度訓練結果を踏まえて記載する。令和２年度訓練結果を踏まえて記載する。令和３年度訓練結果を踏まえて記載する。

情報提供することができなかっ
た
・ERC に対して事象の進展、状
況の進捗等の全体を俯瞰した説
明ができなかった。また、
ERC に対して、リエゾンを活用
した視覚情報による情報発信が
遅れた
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訓練事前面談時の確認事項整理表 
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 人形峠環境技術センター 

全般 
・訓練実施計画概要 別途、訓練計画書にて説明 
・訓練シナリオ案 別途、シナリオ資料にて説明 
・ERC プラント班との情報共有に用いる資料

様式 
別途事象進展シート、発生事象状況確認シートにて説明を実施 

 
指標１ 情報共有のための情報フロー 
・情報フロー 別途、情報フローにて説明 

（前回訓練での情報共有における課題に対する改善策を反映し修正済み） 
 
指標２ ＥＲＣプラント班との情報共有 
・ＥＲＣ対応ブース発話者の育成・多重化の考

え方の説明 
育 成；マニュアルによる教育を実施、拠点訓練に合わせ年 4 回 ERC との情報共有訓練

を実施し演習 
多重化；機構対策本部中期計画に基づき段階的に実施していく。 

 
指標３ 情報共有のためのツール等の活用 
３－１プラント情報表示システムの使用（ＥＲＳＳ等を使用した訓練の実施） 
・使用するプラント情報表示システムの説明

（実発災時とシステムの差異も説明） 
訓練対象外ではあるが、以下の情報を定期的に報告する。 

 

３－２リエゾンの活動 
・事業者が定めるリエゾンの役割に関する説明 ・即応センターからの情報提供の補足説明 

・資料のコピー及び配布 
・即応センターの認識のずれ、説明内容が的を射ていない場合の助言 

訓練シナリオの内容に係るためマスキング実施
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令和元年度 人形峠環境技術センター防災訓練実施計画について

（案） 

令和元年１０月７日 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

人 形 峠 環 境 技 術 セ ン タ ー 

１．訓練実施日時 

 令和元年 11 月 14 日（木） 13 時 15 分 ～ 16 時 00 分（予定） 

 

２．発災現場 

 人形峠環境技術センター ウラン濃縮原型プラント 

 

３．訓練根拠 

 本訓練は、原子力事業者防災業務計画及び核燃料物質加工施設保安規定に基

づく総合的な防災訓練を実施する。 

 

４．訓練目的 

 原子力事業者防災業務計画及び核燃料物質加工施設保安規定に基づく総合的

な防災訓練を実施し、８．防災訓練の内容を踏まえ、機構内外（機構本部、敦

賀廃止措置実証本部（以下、「敦賀本部」という。））、国（原子力規制庁緊急時

対応センター（以下、「ERC」という。）を含む）、関係自治体）への確実な情報

提供・情報共有、技術的検討・対応（事象の状況確認、事象進展対策及び復旧）

が支障なく行われることを確認する。 

 本訓練では、通報連絡対応や情報発信における改善の確認、複数の EAL 事象

の発生時における対応等で確認が行えるよう、目標設定を行い、達成度を検証

していく。 

【目標設定】 

 ①現地対策本部において、正確な発信資料を作成し、速やかに外部関係機関

に通報連絡できること。 

②「事象進展対策シート」、「発生事象状況確認シート」等の視覚情報を用いた

分かりやすい情報共有ができる。 

③現地対策本部から発生事象に係る対応状況及び今後の対策等についてより

具体的な説明を簡潔に短時間で機構内に共有できる。 

④地震発生時や火災発生時の対応及び特定事象応急措置が手順に従って対応

できること。 
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⑤迅速な非常招集や現地対策本部の設置が行えること。現地対策本部設置後の

情報連絡、指示命令が的確に行えること。 

  

５．実施体制、評価体制及び参加者 

（1）実施体制 

実施体制を図－１に示す。 

 (2) 評価体制 

   前回の訓練で抽出された課題に対する改善策の有効性を評価するための

チェックリストを作成し、活用する。 

人形峠環境技術センター（以下、「センター」という。）内外から選出され

た訓練モニタ及び外部機関のモニタを招へいし、第三者の視点から課題の抽

出を図るとともに、訓練参加者等による反省会を開催して課題等の抽出を図

り、実施状況を評価する。 

（3）参加者 

1)人形峠環境技術センター従業員 

 ①現地対策本部構成員（原子力防災要員等） 

 ②センター内従業員等 

（現地対策本部構成員以外の避難、点呼訓練参加者） 

2)機構対策本部（機構対策本部要員等） 

3)支援本部要員（敦賀廃止措置実証本部） 

4)その他（訓練評価者） 

 

６．防災訓練のために想定した原子力災害の概要 

 大規模地震が発生し、その後、原子力災害対策特別措置法第 10 条事象及び同

法第 15 条事象に至る原子力災害の発生を想定する。 

 

７．訓練形式 

・シナリオ非提示型訓練であり、機構対策本部、現地対策本部、現場指揮所の

プレーヤーには非提示とする。ただし、コントローラおよび発災現場役、放

射線管理員には詳細シナリオを提示する。また、訓練の事務局長である安全

管理課長には一部開示する。 

・訓練中の時間のスキップは実施しない。 

 

８．防災訓練の内容 

 本訓練では、昨年度の訓練結果や４．訓練目的を踏まえ、以下を達成目標と

した総合訓練を実施する。 
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【現地対策本部】 

①現地対策本部設営訓練 
  迅速な非常招集や現地対策本部の設置が行うことができること。現地対策

本部設置後の情報連絡、指示命令を的確に行うことができること。 
②事象進展状況等の情報収集及び関係個所への通報連絡訓練 
 ・現地対策本部において、正確な発信資料を作成し、速やかに外部関係機関

に通報連絡できること。 
・現地対策本部において、得られた情報からSE事象及びGE事象を判断し、

視覚的な情報を用いて、外部関係機関に通報連絡できること。 
 ・発生事象に関する重要なテーマについて、適切なタイミングで、かつ情報

を整理したうえで、ブリーフィングができること。 
 ・事象の進展予測を ERC に対し、分かりやすくかつ適時に提供すること。 
 ・地震発生時の対応がセンター規則に沿って行われること。 
③緊急時環境モニタリング訓練 
  特定事象発生時に緊急時環境モニタリングの実施や測定データの報告が

スムーズにできること。 
④後方支援活動に関する訓練 
  状況に応じて、原子力事業所災害対策支援拠点の開設ができること。 
⑤応急措置訓練 
  火災発生時の対応及び特定事象応急措置が手順に従って対応すること。 
 
【機構対策本部】 

 ①機構内及び ERC との情報共有訓練 

  ・機構対策本部は、「発生事象状況確認シート」、「事象進展対策シート」等

の視覚情報を活用して現地対策本部から EAL の判断基準及び今後の事象

進展等に関する情報を収集し、ERC に対して情報提供できること。 

・機構対策本部は、現地対策本部が実施するブリーフィング情報を収集し、

必要に応じて ERC に対して情報提供できること。 

 ②原子力事業所災害対策支援拠点及との連動訓練 

  ・機構対策本部は、事象進展に伴い、現地対策本部から支援要請を受けた

後、敦賀廃止措置実証本部と連携を図り、支援体制が構築できること。 

 

９．その他 

本訓練は、緊急地震速報の模擬放送をもって開始とし、拡大防止措置が終了

したことを確認し、関係機関に FAX による文書（最終報）の送信が完了した時

点で終了とする。 
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№

1)地震発生
（事象1）

①鏡野町震度５強の地震発生
・シリンダバルブ破損、落下・塗料缶破壊され塗料が漏えい・電気ケーブル
切断、火災発生
②余震発生、鏡野町震度６弱の地震発生

2)火災発生
①広域消防（0119）に、火災発生の通報
②＃115に、火災発生とUF6漏えいのおそれの通報

3)初期消火活動 ABC消火器にて、初期消火開始

4）避難
（初期消火不能）

火の勢いが強く、初期消火断念して作業者全員避難開始

5）延焼
①第1貯蔵庫内で延焼中
②口金が破損したシリンダ付近の火災が最も激しい

6)UF6建屋外漏えい
①バルブが破損したシリンダが加熱され、UF6ガスが漏えい
②余震で発生した建屋亀裂より施設外に漏えい

7)モニタリングカー
出動指示

①現地対策本部長の指示で、モニタリングカー出動
②10条通報レベル確認
③15条通報レベル確認

8)ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ線量上昇 ①ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ(MP2)の放射線量（5μSv/h以上）の上昇

●

●
● ● ● ●
●

●
● ● ●

1)人員点呼、設備点検
①各課人員点呼、報告
②地震発生に伴う全施設点検（警報点検、詳細点検）
③SE01発生に伴う施設・設備点検

2)消防班出動指示 ①構内放送により、消防班の出動命令

3)消防班消火活動
①現場指揮所班長より、状況報告
②倒壊した外灯が道路を塞ぎ消防車が火災場所へ近づけない
③小型消防ポンプで建屋全体に放水（途中で燃料切れ）

5)防護班活動等

1）地震対応
①人員点呼・報告
②設備点検・報告
2）職場防護班活動
①緊急作業計画書の作成
　a.シリンダの漏えい対策
　　・シリンダ開口部の閉止措置
　b.建屋からの漏えい対策
　　・建屋亀裂箇所へのシート養生
②漏えい対策実施

職
場
防
護
班
活
動
等

漏

え

い

ま

で

の

動

き

令和元年度　加工施設総合訓練進展シナリオフロー

事　象　項　目

事 象 の 経 緯

〇設定条件：①第１貯蔵庫内で、シリンダの塗装作業を実施中
　　　　　　　・電動グラインダでシリンダ表面をケレンし、その後塗装する作業
　　　　　　　　（シンナー、塗料合わせて数十缶配置）
　　　　　　②塗装作業のための、シリンダの移動（クレーン作業）も実施中

現地対策本部・現場指揮所

地震発生に伴う連絡事項等について（第１報）
地震発生に伴う施設点検結果について（第２報）
事故等発生連絡票（第１報）
事故等発生連絡票（第２報～）
警戒事態該当事象発生連絡
特定事象発生通報
応急措置の概要報告（第25条 報告）

14：00 15：0013：00

30 40       50 201030 40       50 2010 30 402010

情報収集事態 全面緊急事態

◎15：30

収束判断

▼13：15

地震発生（震度５強）

▼13：45 消防班DP到着

▼13：40

余震発生（震度６弱) 

▼13:50 緊急作業計画書（a,b）の検討・

▼緊急作業計画書（a,b）の承認手続き

緊急作業計画書（b）の開始

資材準備・装備

◎14：55 建屋からの漏えい対策完了

〇 人員点呼・報告 〇 人員点呼・報告

設備点検・報告

▼13：45 付属棟屋上より黒煙発生

▼施設敷地緊急事態(SE05)判断 ▼全面緊急事態(GE05)判断

▼施設敷地緊急事態(SE01) 判断

▼13：17 0119,#115通報

▼13：20 消火器による初期消火開始

▼13：25 消火困難のため、避難開始

● 避難中、塗料缶の破裂音あり

☆13：45 漏えい発生（余震により、付属棟屋上に亀裂発生） ◎15:00 建屋からの漏えい停止

▼13：20

消防班出動指示

▼13：35

消防班員車庫集合

設備点検・報告〇 人員点呼・報告

▼13：45 付属棟屋上より黒煙発生

小型消防ポンプで建屋に放水（途中燃料切れで放水できない）

〇13：35

避難者より火災の状況を報告

▼14:25 MP2 放射線量の上昇 原因調査（EEF点検、MP2点検）

▼14:55 点検結果報告

製錬転換施設駐車場付近で測定

▼13：40 モニタリングカー出動 ◎15:10 モニタリングカーの指示値低下◎14：10 10条レベルを検出 ◎14：40 15条レベルを検出

公設消防による鎮火確認後緊急作業計画書（a）の開始

▼施設敷地緊急事態(SE01)非該当の判断

◎15:05頃 第25条報告
（SE01取下げ、放射線,HF等

測定結果、拡大防止措置

◎15:30頃 第25条報告

（最終報）

警戒事態 施設敷地緊急事態

○13：20 現地対策本部設置宣言

○13：25 現場指揮所設置宣言

◎13:25頃 地震第1報

◎13:45頃 警戒事態発生連絡

◎14:20頃 特定事象発生通報(SE05)

◎14:35頃 特定事象発生通報(SE01)

◎14:50頃 特定事象発生通報(GE05)

◎13:35頃 火災第1報

◎14:40頃 第25条報告
（放射線,HF等測定結果、

拡大防止措置等）

▼14：30 黒煙発生停止

▼14：35 屋内遠方から火が消えている事を確認

★14:20頃 ブリーフィング ★15：00頃 ブリーフィング

訓練シナリオの内容に係るためマスキング実施
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塗装中シリンダ
塗装済シリンダ

地震により横揺れ発生

バ
ル
ブ
側

プ
ラ
グ
側

シリンダＢを吊り上げ、指定置場に

移動開始したところ、地震によりシリ

ンダＢが吊り具とともに横揺れし、シ

リンダAのプラグ側上部とシリンダＢ

バルブカバー部が接触し、シリンダ

Ｂのバルブが破損(脱落）する。

シリンダＡ

シリンダＢ

(破損シリンダ)

バ
ル
ブ
側

プ
ラ
グ
側

電源ケーブル

塗料（一斗缶）

事象1

事象2

追突したはずみで、シリンダＢの

吊り具が外れ、シリンダが落下。

落下する際、電動グラインダの電

気コードの切断と、塗料缶を破壊。

訓練シナリオの内容に係るためマスキング実施
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SE05

GE05

＜対策-1＞　第１貯蔵庫内のシリンダのUF6漏えい停止

優先
順位

実施
結果

①

②

①

②

＜対策-2＞　第１貯蔵庫建屋からのUF6漏えい停止

優先
順位

実施
結果

①

②

①

②

＊：「シリンダ開口部の閉止措置」について、下記の①～④のうち、実施する項目に丸印を付けること。

①シリンダ口金部を木栓により閉止　　　②ガラスクロスをシリンダ表面の亀裂部に貼りつけて閉止

③炭酸ガス消火器で開口部を冷却することによる閉止　　　④その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

所要時間 備　考

建屋からの
漏えい対策

屋上亀裂箇所へのシー
ト養生

可・否 １

準備
成功
・
失敗

対策

２０分

１０分

１０分

： ：

対策の
方針

対策の具体的内容
実施の
可否

作業内業

作業場所への移動 ： ：

シート養生の実施 ： ：

資機材準備・装備 ： ：

開始時刻

対策
シリンダ開口部の閉止措置

* ： ：

： ：

終了時刻

成功
・
失敗

作業場所への移動 ： ：

２０分

５分

５分

所要時間 備　考

シリンダの
漏えい対策

シリンダ開口部の閉止
措置

可・否 １

準備
資機材準備・装備 ： ：

対策の
方針

対策の具体的内容
実施の
可否

作業内業 開始時刻 終了時刻

（番号） （事象） 火災・爆発等による管理区域外での放射性物質の異常検出

事象進展対策シート（管理区域外への漏えい）

拠点名 人形峠環境技術センター 施設 ウラン濃縮原型プラント（付属棟）

（番号） （事象） 火災・爆発等による管理区域外での放射性物質の放出

想定事象 　第１貯蔵庫内のシリンダからUF6の漏えい（建屋外漏えい）

関係するEAL

訓練シナリオの内容に係るためマスキング実施

訓練シナリオの内容に係るためマス

キング実施

訓練シナリオの内容に係るた

めマスキング実施

訓練シナリオの内容に係るため

マスキング実施
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敷地境界付近の放
射線量の上昇

S1-1

モニタリングステーショ
ンまたはモニタリングポ
ストNo.1またはNo.2で5μ
Sv/h以上の上昇を検出し
た。

：

排気モニタにより検出さ
れた数値に有意な上昇が
見られる。または、排気
モニタの警報が発報して
いる。

：

S1-3
落雷による影響を受けて
いないことを確認した。

：

：

S1-2

認定
時刻 ：

G1-3
落雷による影響を受けて
いないことを確認した。 ：

：

G1-1

モニタリングステーショ
ンまたはモニタリングポ
ストNo.1またはNo.2のう
ち、２カ所以上で、5μ
Sv/h以上を検出した。

G1-2

モニタリングステーションま
たはモニタリングポストNo.1
またはNo.2のうち、１か所で
10分間以上継続して、5μ
Sv/h以上を検出した。

：S1-1 and S1-2 判定時間

内閣総理大臣による
原子力緊急事態宣言

宣言
時刻 ：

確認/認定会議 確認会議
確認
時刻 ： 認定会議

判断に係る補足

EALの判断 ： 判定時間判定条件 判定条件
G1-1 and G1-3

またはG1-2 and G1-3

該当時刻

警戒事態（AL－） 施設敷地緊急事態（SE01） 全面緊急事態（GE01）

該当条件 該当時刻 該当条件 該当時刻 該当条件

EAL事象
AL- 　－
SE01 　敷地境界付近の放射線量の上昇
GE01 　敷地境界付近の放射線量の上昇

発生事象状況確認シート（ 01敷地境界付近の放射線量の上昇：γ≧5μSv/hを検出 ）

拠点名 　人形峠環境技術センター 施設名 　ウラン濃縮原型プラント（第1貯蔵庫）
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認定
時刻 ：

内閣総理大臣による
原子力緊急事態宣言

宣言
時刻 ：

G2-1 and G2-3
またはG2-2 and G2-3 SE01判定時間 ：

確認/認定会議 確認会議
確認
時刻 ： 認定会議

EALの判断 判定条件
S2-1から S2-5
全てを満たす。 SE01判定時間 ： 判定条件

判断に係る補足

S1-2

排気モニタにより検出された
数値に有意な上昇が見られ
る。または、排気モニタの警
報が発報している。

：

敷地境界付近の放射
線量の上昇 S2-3

中性子線の検出が明らかになるま
での間、中性子サーベイメータで
測定した放射線量（n：1時間値）
とS2-2のγ線量の合計が5μSv/h
（γ+n）を検出した。

： G2-3

G2-1

モニタリングステーションま
たはモニタリングポストNo.1
またはNo.2のうち、２カ所以
上で、5μSv/h以上を検出し
た。

：

S2-2

モニタリングステーションま
たはモニタリングポストNo.1
またはNo.2のいずれかで1μ
Sv/h以上を検出した。

：

該当時刻

：

警戒事態（AL－） 施設敷地緊急事態（SE01） 全面緊急事態（GE01）

該当条件 該当時刻

G2-2

モニタリングステーションま
たはモニタリングポストNo.1
またはNo.2のうち、１か所で
10分間以上継続して、5μSv/h
以上を検出した。

S2-1

モニタリングステーション及
びモニタリングポストNo.1及
びNo.2の全てが5μSv/h以下で
ある。

：

該当条件 該当時刻 該当条件

EAL事象
AL- 　－
SE01 　敷地境界付近の放射線量の上昇
GE01 　敷地境界付近の放射線量の上昇

発生事象状況確認シート（ 01敷地境界付近の放射線量の上昇：γ＋n≧5μSv/hを検出 ）

拠点名 　人形峠環境技術センター 施設名 　ウラン濃縮原型プラント（第1貯蔵庫）

S2-4
落雷による影響を受けていな
いことを確認した。

：

落雷による影響を受けていな
いこと を確認し た。 ：
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発生事象状況確認シート（ 05 管理区域外での放射性物質の放出 ）

拠点名 　人形峠環境技術センター 施設名 　ウラン濃縮原型プラント（第1貯蔵庫）

EAL事象
AL- 　ー
SE05 　火災・爆発等による管理区域外での放射性物質の放出（敷地境界で5μSv/h相当）
GE05 　火災・爆発等による管理区域外での放射性物質の異常放出（敷地境界で500μSv/h相当）

該当時刻

警戒事態（AL－） 施設敷地緊急事態（SE05） 全面緊急事態（GE05）

該当条件 該当時刻 該当条件 該当時刻 該当条件

：

：

S1-1

GE05判定時
間

：

確認/認定会議 確認会議
確認
時刻 ：

G1-1 and G1-2

内閣総理大臣による
原子力緊急事態宣言

宣言
時刻 ：

認定
時刻 ：認定会議

火災・爆発等が発生し、施設
内部に設定された管理区域外
の場所で、放射性物質の濃度
が周辺監視区域外の空気中放
射性物質濃度の5000倍を検出
した。

G1-2
S1-1を検出した場所は、排気
モニタや排水口ではないこと
を確認した。

：

：

＜周辺監視区域外の放射性物質濃度限度について＞
①検出された放射性物質の種類が明らかで、かつ、1種類である場合は、その放射性物質の濃度限度をいう。
②検出された放射性物質の種類が明らかで、かつ、2種類である場合は、それぞれの放射性物質の濃度が周辺監視区域外の空気中濃度限度の50倍の数値に対す
る割合の和が1以上になる時。
＜S1-2、G1-2で、排気モニタや排水口で検出した場合＞
SE02（GE02）またはSE03(GE03)で判断し、SE05(GE05)、すなわち本シートでは判断しない。

管理区域外での放
射性物質の濃度

判定条件 S1-1 and S1-2
SE05判定時

間
判定条件

判断に係る補足

EALの判断 ：

火災・爆発等が発生し、施設
内部に設定された管理区域外
の場所で、放射性物質の濃度
が周辺監視区域外の空気中放
射性物質濃度の50倍を検出し
た。

S1-2
S1-1を検出した場所は、排気
モニタや排水口ではないこと
を確認した。

G1-1
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原子力事業者防災訓練の継続的改善スケジュール（PDCA） 

 
令和元年 10 月 7 日現在 
日本原子力研究開発機構 
人形峠環境技術センター 

 
１．ＰＤＣＡの回し方＜概要＞ 
○中期計画（３ヶ年）は、前中期計画で抽出された改善点、前年度の訓練実績(反省点)から、

機構大における中期計画に基づき、訓練目標を設定し、これらを踏まえ緊急時対応体制や資

機材の操作及び整備等を含め、向上すべき訓練項目を洗い出して訓練計画を作成し、計画に

基づいた総合防災訓練を実施して、訓練項目に対する対応状況を確認するとともに、新たな

課題改善点を抽出して改善策を検討し、次回の総合防災訓練で改善状況を確認していく。 
○各年度の計画は、要素的訓練の繰り返し訓練を基本として、訓練の方法を継続的に改善し、

原子力防災要員が緊急事態や不測の事態に対する判断力及び臨機応変な対応力の向上につ

なげていく。また、総合防災訓練を通じて改善点を抽出し、要素的訓練で改善状況を確認し

て、原子力防災要員の個々の対応能力向上を目指していく。 
 

 

 
 
 

21



PCDA 実施事項 時期 備考

CHECK 訓練報告 〇平成 30 年度訓練報告書 6/7 人形峠

ACTION 改善実施 【人形峠】

〇改善対策の具体化

①要領等の改訂

・通報様式の見直し

・ブリーフィングの実施につい

て明確化

・発信報作成時の注意事項や記

載すべき事項の整理と明確化

②事象進展対策シート、発生事象

確認シートの見直し

③通報文の作成分担及び確認方

法の見直し

資機材の整備

・書画装置の導入、通報文作成用

パソコンの増備（機種の検討、

購入及び設置等）

4 月～10/X 

8 月～10/X 

7/31～ 

6 月～10/X 

PLAN 訓練計画 〇令和元年度総合防災訓練計画

策定

10/X 

DO 訓練実施 〇令和元年度総合防災訓練実施

〇通報訓練

11/14 
通年実施

CHECK 訓練評価 〇防災訓練評価

・社内自己評価

・対策の有効性評価

・パンチリスト対応

・課題の抽出、原因分析、対策検

討

・対策の方針決定

〇令和元年度防災訓練報告書

11 月～12
月に実施予

定

令和 2 年 1
月予定
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ACTION 改善実施 〇改善対策の具体化 随時実施 必要に応じて下

記を実施

・課題チェック

シートの作成等

・中期訓練計画

の見直し

・他事業者の防

災訓練視察(必須) 
〇中期計画見直し検討開始 令和 2 年

上期予定

機構大の見直し

を踏まえ検討

〇事業者防災業務計画見直し 令 和 元 年

10 月～12 
月

PLAN 訓練計画 ○令和2 年度総合防災訓練計

画策定

訓練時期に

合わせて計

画

DO 訓練実施 〇令和 2 年度訓練実施 別途調

整

別途調整
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課題 原因 対策 確認箇所 有効性の評価基準
（機構本部）
・事象進展対策シートの作業開始及び
終了時刻は、原則として現地対策本部
が記載すること及び“準備”と“作業”の
内容を具体化することで、関係者が時
刻の意味を認識、確認し、正確な時刻
を記載した情報を発信できるようにする
ため、事象進展対策シートの様式を修
正するよう各拠点にサンプルを提示し
展開した。

機構対策本部
（東海）
・ERCブース

・ERCに対して、見直された事象
進展対策シートを活用し、書画装
置等を用いて応急措置の実施状
況（特に作業時間）を情報提供で
きたか。

確認結果【　】
良好な点：

改善を要する点：

（拠点）
・機構本部の指示に基づき、事象進展
対策シートの様式を見直した。

現地対策本部
・書画装置に
よる情報共有

・応急措置の作業開始時刻の定
義が明確になった事象進展対策
シートを活用し、機構対策本部に
対して応急処置の実施状況を正
確に情報共有できたか。

実績： 確認結果【　】
良好な点：

改善を要する点：

実績： 確認結果【　】
良好な点：

改善を要する点：

実績： 確認結果【　】
良好な点：

改善を要する点：
（機構本部）
・ブリーフィングの目的及び実施内容を
マニュアルに明確化し展開した。
・ＥＲＣに対するブリーフィング内容の提
供方法を、これまでの方法（現場からの
ブリーフィングの音声をそのまま提供）
から変更（その他の情報同様に機構対
策本部で一度受けてからＥＲＣへ提供
する）しマニュアルへ反映した。

機構対策本部
（東海）
・ERCブース

・現地対策本部が実施したブリー
フィングの内容を整理し、必要に
応じてＥＲＣに対し情報提供でき
たか。

実績： 確認結果【　】
良好な点：

改善を要する点：

（拠点）
・ブリーフィングの目的及び実施内容を
要領に明確化し、対応者に教育した。

現地対策本部
・ＴＶ会議及び
書画装置によ
る情報共有

・ブリーフィングを用いた今後の
対策等に関する全体的な情報共
有が簡潔明瞭に実施できたか。

実績： 確認結果【　】
良好な点：

改善を要する点：

評価
担当

改善点１

事象進展対策シートの運用
事象進展対策シートについて、
応急措置の作業開始時刻の定
義が不明瞭であったため、応急
処置の実施状況をERCに対して
正確に伝えられなかった。

・事象進展対策シートに記載す
べき準備時間及び作業時間の
開始・完了時刻への、時刻が十
分に把握できず、事象進展対策
シートを完成できなかった。
・作業の開始時刻、完了時刻の
定義が各事故対応組織で統一さ
れていなかったため、現場から
の報告時刻と事象進展対策シー
トの作業開始及び終了時刻に齟
齬が生じた。

改善点２

初動対応時における情報発信の
遅れ
事象が発生した初動対応時（地
震発生直後）に、特に大きな拠
点での各施設の稼働状況等に
ついての情報を短時間に収集
し、ＥＲＣへ整理して報告すること
ができなかった。

・機構対策本部は、施設の稼働
状況等については、各拠点から
情報を入手した都度、ＥＲＣへ報
告していたが全体を俯瞰した情
報の集約ができなかった。

・ブリーフィングについて、現地
対策本部内で目的及び方法が
十分に理解されておらず、発災
状況、時系列などの事象の進展
状況を詳細に説明するものと、
誤った認識を持って説明に時間
が掛かってしまった。

改善点３

ブリーフィングの運用
ブリーフィングを用いた今後の対
策等に関する全体的な情報共有
が簡潔明瞭に実施できなかっ
た。

（機構本部）・各拠点の主要な施設の運
転状態を平時から機構対策本部で把握
できるよう、各拠点のイントラネット及び
必要に応じて拠点担当者から情報収集
を行う運用とした。
・機構対策本部で把握するべき情報を
整理するため、地震発生時に報告すべ
き事項に係る整理表を作成しマニュア
ルに反映した。

機構対策本部
（東海）
・ERCブース

・地震発生後の初動対応におい
て、整理表を用いて近隣拠点の
各施設の当日の稼働状況、また
被災状況をＥＲＣに対して情報提
供できたか。

令和元年度　ＪＡＥＡ人形峠環境技術センター　原子力防災訓練　課題チェックリスト　（機構大で取り組むべき課題）
昨年度訓練の結果を踏まえた課題-原因-対策 評価欄

確認結果
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課題 原因 対策 確認箇所 有効性の評価基準
評価
担当

昨年度訓練の結果を踏まえた課題-原因-対策 評価欄
確認結果

（機構本部）・特定事象発生通報、第25
条報告等の法定様式のチェックシート
例を作成し機構大で共有した。
・通報文のミス防止に関する良好事例
を各拠点から抽出し機構大で共有し
た。

実績： 確認結果【　】
良好な点：

改善を要する点：

（拠点）
・機構本部から提示されたチェックシー
ト例を基に自拠点のチェックシートを修
正した。
・作成者及び確認者等の確認項目を区
分、分担し、漏れのない確認体制を明
確化して要領に反映した。
・通報様式の作成に係る教育・訓練を
実施した。

実績： 確認結果【　】
良好な点：

改善を要する点：

（機構本部）・本部-拠点間の情報共有
会議の開催頻度を可能な範囲で高める
ことでコミュニケーションの機会を増や
し、情報共有・フォロー体制を強化した。
・必要に応じて拠点が行う処置の実施
状況を確認した。
・処置については各拠点の訓練事務局
である危機管理担当の課で確実に実施
するよう、本部-拠点間の情報共有会議
で意識付けを行った。

実績： 確認結果【　】
良好な点：

改善を要する点：

（拠点）
・機構本部から展開された他拠点の事
例について、自らの拠点に置き換えて
考え、必要な処置を実施した。

実績： 確認結果【　】
良好な点：

改善を要する点：

確認結果【　】は、実施できた場合はA、ある程度できた場合はB、実施できていない場合はCを記載する。

現地対策本部
・通報連絡

・通報様式に大きな誤りが無く、
記載がされているか？特に、「判
断時刻」については、「頃」を付け
ない記載がされているか。

全体 ・他拠点訓練での反省として挙
がった事案が本訓練で発生しな
かったか。

改善点５

改善点４

通報様式の確認方法
通報様式の誤記（EAL 発生時刻
に”頃”がついている等）が散見
された。

・通報様式の記載に係る教育内
容が不足。
・通報様式の記載に係る確認用
のチェックシートの内容に不足。

機構本部からの他拠点訓練での
反省事項の展開方法
他拠点訓練での反省として挙
がった事案について機構本部か
ら拠点に対して周知徹底したに
もかかわらず、その後の訓練に
おいても問題が再発した。

・個別の課題・対策について、機
構大で確実に実施することが必
要であるとの認識が低かった。
また、訓練に関する共通する問
題点や改善点について訓練前に
課題として捉えることが出来な
かった。
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課題 原因 対策 確認箇所 有効性の評価基準

改善点１

現地対策本部では、発信すべき
事象が集中して発生したことで、
発信資料の作成が遅延した。こ
のことにより、発信前の資料の
確認が不足した。

①図面や系統図、発生事象確認
シート、事象進展確認シート等の
発信資料を新たに整備し、追加
したが、追加後の資料作成及び
確認に係る手順の検証が不足し
ていた。
②短時間に資料作成要求が集
中しても対応できる資料の作成
及び確認方法がなかった。
③発信資料の作成では、資料作
成担当者に役割が集中し、資料
作成及び確認のための時間の
確保が不十分となった。
④センターの通報様式は、通報
文だけでなく、気象データ等各種
データを記載しなければならず、
迅速に作成できるものでなかっ
た。そのため、資料作成要求が
集中した際は作成作業が滞っ
た。
⑤短時間の資料作成要求の集
中に対応するための機材が不足
していた。

①短時間に通報文の作成が集中した場
合、現地対策本部と現場指揮所及び現
地対策本部のみで確認して資料を発信
するよう方法を改めた。
②及び③ 通報連絡班は通報文の作成
のみとし、通報文中に必要なデータは、
各作業班からデータを提出させ、通報
文に添付するように手順を改めた。ま
た、以下⑤に示す通り、書画装置を使っ
て、資料を作成するように手順を改め
た。
④通報様式を見直した。
⑤書画装置を導入し、パソコンを増備し
た。

現地対策本部 ①通報文のうち、事故発生連絡
票（第1報）、特定事象発生通報
については15分以内、続報につ
いては、30分毎を目安に発信さ
れていること。
②通報文が発信前に確認され、
誤記や記入漏れがないこと。

実績： 確認結果【　】
良好な点：

改善を要する点：

改善点２

現地対策本部情報専任者は、1
回目のブリーフィングでは、伝達
情報の整理ができず、冗長的と
なった

ブリーフィングは、平成30年度の
訓練から機構大で導入されてお
り、他拠点の訓練結果を受け、
センターでは現地対策本部情報
専任者に対し、ブリーフィングに
ついて教育したものの、習熟が
不十分であったため、事象発生
から順を追って説明し、冗長的
になった。

・ブリーフィングの実施要領を整備した。 現地対策本部 ブリーフィングの実施要領に従
い、ブリーフィングができること。

実績： 確認結果【　】
良好な点：

改善を要する点：

改善点３

EAL事象の該当の有無につい
て、ERCに対して整理して情報提
供できなかった。今後の進展予
測について、ERCに対して分かり
やすく、かつ、適時情報提供する
ことができなかった。

①発生事象状況確認シートにつ
いては、施設において六フッ化
ウランが漏えいしてから活用でき
るよう作成していたが、本訓練で
は、事象発生の初動段階では活
用されず、施設外への漏えいが
確認された状態から活用されて
いた。シートの活用に関する認
識及びセンターにおける資機材
がそれぞれ不足していたためで
ある。
②訓練開始当初、現地対策本部
で作成した電子情報を、機構対
策本部内で活用することができ
なかった。情報共有フォルダの
設定にミスがあり、機構対策本
部とセンター間でのコミュニケー
ションが不足していたためであ
る

①発生事象状況確認シートはEALに関
連する事象が発生した際に、発生状況
及びその後の進展を予測する重要な
シートであることを再教育した。
②要素訓練を実施した。
③書画装置を導入し、紙媒体の情報を
現地対策本部内で共有できるようにす
る。
④基本的に共有フォルダは変更しない
こととする。作動不良等でやむを得ず
フォルダを変更する場合は、現地対策
本部・現場指揮所・機構対策本部の担
当者が、変更作業及び変更後の作動確
認作業に同時に立ち会って確認するこ
ととする。

現地対策本部 発生事象状況確認シートを使用
して進展予測をし、ERCに対して
分かりやすく、適時に情報提供
ができること。

実績： 確認結果【　】
良好な点：

改善を要する点：

評価
担当確認結果

人
形
峠
セ
ン
タ
ー

令和元年度　ＪＡＥＡ人形峠環境技術センター　原子力防災訓練　課題チェックリスト
昨年度訓練の結果を踏まえた課題-原因-対策 評価欄
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課題 原因 対策 確認箇所 有効性の評価基準
評価
担当確認結果

昨年度訓練の結果を踏まえた課題-原因-対策 評価欄

改善点１

現地対策本部からの情報収集
が遅れたため、ERC へ迅速に情
報提供することができなかった

ERC 対応ブース内のモニタに発
生事象状況確認シート及び事象
進展対策シートを表示することを
手順に定めていなかったことに
より各シートが表示されず、EAL
の該当状況や事象進展対策の
状況がERC 対応ブースに視覚
情報として確実に伝わらなかっ
た。

以下の運用を「ERC 接続時対応マニュ
アル」に定めた。
・機構対策本部内のコマンドルーム及び
ERC 対応ブースには、時系列表示画面
及び視覚情報共有画面を常に表示
・不具合等により表示されない場合に
は、機器操作補助者がトラブルシュー
ティングを実施

機構対策本部
（東海）
・ERCブース

遅滞なく現地対策本部からCOP
情報を収集し、ERCに対して情報
提供できたか。

実績： 確認結果【　】
良好な点：

改善を要する点：

機構対策本部
（東海）
・ERCブース

機構対策本部ERCブースから
ERCに対し、COPを用いて事象の
進展、状況の進捗等の全体を俯
瞰した説明ができたか。

実績： 確認結果【　】
良好な点：

改善を要する点：

機構対策本部
（東海）
・ERCリエゾン

リエゾンからERCに対しCOP等の
視覚情報を提供できたか。

実績： 確認結果【　】
良好な点：

改善を要する点：

確認結果【　】は、実施できた場合はA、ある程度できた場合はB、実施できていない場合はCを記載する。

機
構
対
策
本
部

ERC に対して事象の進展、状況
の進捗等の全体を俯瞰した説明
ができなかった。また、ERC に対
して、リエゾンを活用した視覚情
報による情報発信が遅れた

・機構対策本部は、現地対策本
部との情報共有に用いる共有
フォルダを容易に確認するため
ショートカットを作成していたが、
ショートカットと異なる場所に現
地対策本部がデータを格納した
ため、しばらく共有フォルダ内の
データを確認することができな
かった。

（現地対策本部）
・共有フォルダの変更をする際は、現地
対策本部・現場指揮所・機構対策本部
が立ち会い、設定を確認し合うよう教育
した。
（機構対策本部）
・機構対策本部は、共有フォルダに情報
が入ってこない場合、現地対策本部に
確認することを「ERC 接続時対応マニュ
アル」に定めた。

改善点２
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JAEA情報提供フロー

令和元年10月7日

人形峠環境技術センター
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前回訓練での情報共有における課題に対する改善策を
踏まえて見直したポイント

• 情報提供フロー（①EALに関する情報）
課題；通報文の作成においては、通報連絡班に役割が集中し、またデータの転記が必要で

あったことから、通報文の作成や確認に時間を要した。

対策；放射線情報やプラントデータなどについては、他の作業班から提供を受け、添付する作
業フローとした。

• 情報提供フロー（⑦ブリーフィングの実施）
課題；拠点が実施するブリーフィングの音声を実施の都度ERCへ提供することとしていたが、

即応C⇔ERC間の重要なやり取りが寸断される場合があった。

対策；ブリーフィングの音声を実施の都度ERCへ提供する方法を改め、他の情報と同様に一度
ERCブース内の情報収集担当が受けてから整理してERC対応者（発話者）から提供す
るフローとした。

• 情報提供フロー（⑩COPの流れ）

事象進展対策シート及び発生事象状況確認シートの流れを明確化するため、新たに作
成した。

29



情報提供フロー（①EALに関する情報）

【原子力規制庁】
（緊急時対応センター）

原子力機構のＮＷシステム
による情報共有
・TV会議システム

・共有フォルダ

・衛星電話

・FAXなど

指示・助言等

現地対策本部長
（原子力防災管理者）

通報（一斉FAX）

【機構対策本部】

安全管理班長

ERCプラント班 【現地対策本部】
（緊急時対策所）

１．発生事象に係る機
構内への情報発信

２．EAL事象への
該当の有無の判断

通報連絡班

４．ERC等への通報

FAX作成、送信指示

FAX内容の確認

３．EAL事象への
該当の有無の判断
の補助

実施内
容

１．発生事象に係る
機構内への情報発信

２．EAL事象への該当
の有無の判断

３．EAL事象への該当
の有無の判断の補助

４．ERC等への通報 確認（認定）会議

実施者
現地対策本部 現地対策本部 現地対策本部 現地対策本部 即応センター
安全管理班長 原子力防災管理者

（現地対策本部長）
安全管理班長 現地対策本部

通報連絡班
機構対策本部
副本部長

時 期 事象確認後、速やか
に

判断に必要な情報を
入手後、速やかに

随時 EAL事象判断後、15分
以内

会議開催の都度

方 法
機構NW
・TV会議による発話
・FAXによる資料送付

― ―
FAXによる送信 統合防災NWシステム

・TV会議
・書画装置等

主な資
料

・発生事象状況確認
シート

・発生事象状況確認
シート

・発生事象状況確認
シート

・通報様式 ・通報様式

備 考
環境モニタリング
データについては安
全管理班長から発信

EAL判断における現地
対策本部長のサポー
トを実施する

送信前に現地対策本
部内で内容を確認

確認（認定）会議

各作業班長

（必要に応じて、作
成したデータを提供
し、添付する）

30



【原子力規制庁】
（緊急時対応センター）

原子力機構のＮＷシステム
による情報共有
・TV会議システム

・共有フォルダ

・衛星電話

・FAXなど

情報提供

【機構対策本部】
（即応センター）

統合原子力防災ＮＷシステムによる情報共有
・TV会議システム ・IP-電話・IP-FAX ・書画装置など

機構対策本部長
（理事長等）

ERC対応ブース

【機構内関係個所】
● 支援本部
● 原子力緊急事態支援組織
● 災害対策支援拠点等

情報報告

現地対策本部長
（原子力防災管理者）

発災現場

指示、報告
（内線電話等）

【現場活動組織】
（現場指揮所）

支援班

ホットライン

【機構対策本部】

現場対応班長

ERCプラント班

コマンドルーム

【現地対策本部】
（緊急時対策所）

情報提供フロー（ ②事故・プラントの状況、③進展予測と事故収束対応戦略、④戦略の進捗状況）

１．機構内への情報発信

１．機構内への情報発信

１．機構内への情報発信

３．ERCへの情報提供

ERC対応ブース内の情報共有は、
情報フロー⑥に準じるC

2．情報の確認

2．情報の確認

情報専任者

ERC対応者（発話者）

情報Gr
・視覚情報のPDF化、共有フォ
ルダで機構対策本部と共有

安全管理班
・環境データの定時報告
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実施内容

１．発生事象及びその対応に係る機構内への情報発
信 ２．情報の確認

３．ERCへの情
報提供発災施設に関す

る情報
事業所に関する
情報

後方支援拠点等
に関する情報

発災施設、事業
所に関する情報

後方支援拠点等
に関する情報

実施者
現場指揮所 現地対策本部 即応センター 現地対策本部 即応センター 即応センター
現場対応班長 情報専任者 機構対策本部

支援班長
現地対策本部
本部長

機構対策本部
本部長

ERC対応ブース
ERC対応者

時 期 事象確認後、速
やかに

情報を入手後、
速やかに

情報を入手後、
速やかに

情報を入手後、
速やかに

情報を入手後、
速やかに

情報を入手後、
速やかに

方 法
機構NW
・TV会議
・FAX

機構NW
・TV会議
・共有フォルダ

機構NW
・TV会議

機構NW
・TV会議

機構NW
・TV会議

統合防災NW
・TV会議
・書画装置等

主
な
資
料

事故・プラント
状況

・発生事象状況
確認シート

・環境モニタリ
グデータ ―

― ―

・発生事象状況
確認シート
・環境モニタリ
グデータ

事故収束対応戦
略

・事象進展対策
シート ― ―

・事象進展対策
シート

戦略の進捗状況

備 考
視覚情報はFAX
で緊急時対策所
へ送付

視覚情報をPDF
化して共有フォ
ルダで即応セン
ターと共有

情報の了承を行う
疑義があれば再確認を促す

②事故・プラントの状況、③進展予測と事故収束対応戦略、
④戦略の進捗状況
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【原子力規制庁】
（緊急時対応センター）

原子力機構のＮＷシステム
による情報共有
・TV会議システム

・共有フォルダ

・衛星電話

・FAXなど

回答

【機構対策本部】
（即応センター）Q&A管理者

・ERCからの質問整理
・JAEAの回答整理
・Q&A管理表の作成

統合原子力防災ＮＷシステムによる情報共有
・TV会議システム ・IP-電話・IP-FAX ・書画装置など

拠点への確認指示

ERC対応ブース

※全体で共有すべき重要案件については機構TV会議上で確認・回答し共有する。
通常案件についてはホットラインで個別に確認・回答する。

情報集約担当

●通常案件
・ﾎｯﾄﾗｲﾝによる確認

情報専任者

広報班

情報班長
【現場活動組織】
（現場指揮所）

【機構対策本部】

現場対応班

ERCプラント班

【現地対策本部】
（緊急時対策所）

情報提供フロー（⑤ＥＲＣプラント班からの質問への回答）

統括者
１．質問内容の把握

５．回答内容の検討

４．質問に対する回答

２．コマンドルームとの情報共有

質問及び回答の整理

ERC対応者（発話者）

情報集約担当

●重要案件
・コマンドルームとの情報共有

情報の流れは情報フロー⑥に準じる

６．ERCへの回答

３．拠点への確認

３‘．拠点への確認

４‘．質問に対する回答

ホットライン

TV会議
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実施内容
１．質問内容の
把握（重要案件
と通常案件への
分類）

２．コマンド
ルームとの情報
共有

３．拠点への確
認

３‘．拠点への
確認

４．質問に対す
る回答

４‘．質問に対
する回答

５．回答内容の
検討

６．ERCへの回
答

質問及び回答の
整理

実施者
即応センター 即応センター 即応センター 即応センター 現地対策本部 現地対策本部 現地対策本部 即応センター 即応センター

ERC対応ブース
統括者

ERC対応ブース
情報集約担当

機構対策本部
情報班長

ERC対応ブース
情報集約担当

情報専任者 現地対策本部
広報班等

現場対応班 ERC対応ブース
ERC対応者

ERC対応ブース
Ｑ＆Ａ管理者

時 期
質問を入手後、
速やかに

質問を入手後、
速やかに

質問を入手後、
速やかに

質問を入手後、
速やかに

速やかに 速やかに 質問を入手後、
速やかに

質問入手又は回
答の都度

方 法 ― ―

機構NW
・TV会議

ホットライン
（FMC携帯）

機構NW
・TV会議

ホットライン
（FMC携帯） ―

統合防災NWシ
ステム
・TV会議
・書画装置等

ERCブース内で
の画面表示

主な資料 ― ― ― ― ― ― ― ― ・Ｑ＆Ａ管理表

備 考

ERC対応者（現
対策本部を含
む）は可能な範
囲で即答
即答できない場
合は「２．拠点
の確認」へ

可能な範囲で即
答
即答できない場
合は「５．回答
容の検討」へ

可能な範囲で即
答
即答できない場
合は「５．回答
容の検討」へ

⑤ＥＲＣプラント班からの質問への回答
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【原子力規制庁】
（緊急時対応センター）

情報提供

統合原子力防災ＮＷシステムによる情報共有
・TV会議システム ・IP-電話・IP-FAX ・書画装置など

ERCプラント班

情報提供フロー（⑥即応センターERC対応ブース内の情報共有）

実施内容 ERC対応ブースの全体統括 1.情報の入手 2.発話内容の整理 ３.発話内容の整理 ４．ERCへの情報提供

実施者

機構対策本部 機構対策本部 機構対策本部 機構対策本部 機構対策本部

ERC対応ブース
統括者

ERC対応ブース
情報集約担当

ERC対応ブース
情報整理担当

ERC対応ブース
情報整理担当

ERC対応ブース
ERC対応者

時 期 適宜 常時 情報を入手後、速やかに 情報を入手後、速やかに 情報を入手後、速やかに

方 法 ―

・機構TV会議
・ホットライン
・ＦＡＸ
・共有フォルダ
・書画装置

手渡し 手渡し ・統合防災NWシステム
・TV会議システム
・書画装置等

主な資料 ―
・通報様式
・発生事象状況確認シート
・事象進展対策シート

・通報様式
・発生事象状況確認シート
・事象進展対策シート

・通報様式（7-1）
・発生事象状況確認シート
・事象進展対策シート

・通報様式
・発生事象状況確認シート
・事象進展対策シート

備 考
発話すべき情報の指示、入
手すべき情報の指示を行う

情報情報は口頭（声に出し
て）でも伝達する

情報を「発生事象」か「補足
情報」に整理し纏める

発話者がERCへ提供する情
報の整理を実施する

・機構TV会議発話内容
・ﾎｯﾄﾗｲﾝ情報提供
・書画装置
・FAX
・共有フォルダ
等による視覚情報

ERC対応者（発話者）

【機構対策本部】
（即応センター）

指示

指示

情報

情報整理担当

情報

ERC対応ブース

統括者

4．ERCへの情報提供

3.発話内容の整理

情報集約担当（2～3名）

・機構TV会議情報入手（ﾍｯﾄﾞﾎﾝ）
・ﾎｯﾄﾗｲﾝ情報の整理
・説明用視覚情報準備

1.情報の入手

情報集約担当（情報の区分）

・発生事象
・補足情報（環境モニタデータ等）

2.情報の整理

情報
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【原子力規制庁】
（緊急時対応センター）

ERC対応者（発話者）

統合原子力防災ＮＷシステムによる情報共有
・TV会議システム ・IP-電話・IP-FAX ・書画装置など

・ERC対応者
・補助者

【現地対策本部】

指示

説明実施

時系列、視覚情報
で情報共有・確認

ERCプラント班

ERC対応ブース

【現地対策本部】
（緊急時対策所）

情報提供フロー（⑨現地対策本部ERC対応者との情報共有）

1．補足説明の指示

３．ERCへの回答

２．現地対策本部内への確認

【機構対策本部】
（即応センター）

ERC対応ブース

実施内容 １．補足説明の指示 ２．ERCへの回答 ERC対応者への情報共有

実施者
即応センター 現地対策本部 現地対策本部

ERC対応ブース
ERC対応者

ERC対応ブース
ERC対応者

本部長付スタッフ
ERC対応者

時 期 必要の都度 速やかに 常時

方 法 統合防災NWシステム
・TV会議

統合防災NWシステム
・TV会議

・時系列（画面）
・視覚情報（手渡し）

主な資料 ― ― 通報様式
各種シート等

備 考

ERC対応者への情報共有

本部長付スタッフ
ERC対応者
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【原子力規制庁】
（緊急時対応センター）

情報提供

【機構対策本部】
（即応センター）

統合原子力防災ＮＷシステムによる情報共有
・TV会議システム ・IP-電話・IP-FAX ・書画装置など

ERC対応ブース

情報共有

ERCプラント班 【現地対策本部】
（緊急時対策所）

情報提供フロー（⑩COPの流れ）

２．COPの情報発信

４．ERCへの情報提供

ERC対応ブース内の情報共有は、
情報フロー⑥に準じるC

ERC対応者（発話者）

原子力機構内の情報共有ツール
・機構TV会議・共有フォルダ・書画装置・FAX

現地対策本部長
（原子力防災管理者）

３．情報の確認

情報専任者
（現場指揮所）

実施内容 １．情報提供 ２．COPの情報発信 ３．情報の確認 ４．ERCへの情報提供

実施者

発災現場
または現地対策本部

現場指揮所
または現地対策本部

現地対策本部 機構対策本部

発災現場作業者
または安全管理班長

情報専任者 現地対策本部長
ERC対応ブース

ERC対応者

時 期 情報を入手後、速やかに 情報を入手後、速やかに 情報を入手後、速やかに 情報を入手後、速やかに

方 法

・内線電話
・環境放射線モニタリング情報
・施設放射線情報

・機構TV会議
・画面共有ソフト
・書画装置
（視覚情報の共有）

・機構TV会議
・画面共有ソフト
・書画装置
（視覚情報の共有）

統合防災NW
・TV会議
・書画装置等

主な資料

・発生事象状況確認シート
・事象進展対策シート
・放管データ

・発生事象状況確認シート
・事象進展対策シート
・放管データ

・発生事象状況確認シート
・事象進展対策シート
・放管データ

・発生事象状況確認シート
・事象進展対策シート
・放管データ

備 考
情報の了承を行う
疑義があれば再確認を促
す

１．情報提供

発災現場
作業者

情報専任者
（現地対策本部）

安全管理班長
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